
   市街地再開発等促進エリアにおける商業等の集積にかかる奨励金  

   交付要綱  

（目的）  

第１条  市街地再開発等促進エリアにおける経済活動を活性化し、にぎわいを

生む街づくりを目指すため、建替え等に伴う建築物内において商業などの営

業活動を行う施設の設置に対して交付する奨励金の交付に関しては、補助金

等交付規則（昭和 47年横須賀市規則第 33号。以下「規則」という。）に規定

するもののほか、この要綱の定めるところによる。  

（定義）  

第２条  この要綱における用語の定義 は、市街地再開発等 促進特別減税条例

（平成 25年横須賀市条例第 33号。以下「条例」という。）の例による。  

（交付要件）  

第３条  奨励金の交付を受けることができる者は、条例第３条各号に規定する

要件をすべて満たす建築物において、商業等の事業（風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第  122号）第２条第１項に規定

する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を除く。）を行

う施設（以下「商業等施設」という。）を設置する者とする。  

２  商業等施設は、開業から条例第５条に規定する不均一課税の期間にわたっ

て継続して設置しなければならない。  

３  第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる建築物は奨励金の交付の対

象としない。  

 (１ ) 都市再開発法（昭和 44年法律第 38号）第２条第１号に規定する市街地再

開発事業に係る建築物  

 (２ ) 優良建築物等整備事業制度要綱（平成６年６月 23日付け建設省住街発第

63号）に定める優良建築物等整備事業に係る建築物  

（奨励金の額）  

第４条  奨励金の額は、予算の範囲内において、商業等施設の床面積 10平方メ

ートルにつき 20万円とする。ただし、同一の商業等施設に対する奨励金の交

付は１回限りとする。  

２  前項の奨励金は、５年以内に分割して交付することができる。  

３  第１項の規定による奨励金の交付については、市街地再開発等促進エリア

における宿泊施設の誘致等奨励金に関する要綱の適用を妨げない。  

（商業等の床面積）  

第５条  前条に規定する商業等施設の床面積は、次の各号の区分に応じ、当該



各号に定める用途部分の床面積を合計したものとする。  

 (１ ) 小売業  売場、売場内の通路、ショーウィンドウ、ショールーム、手荷

物預かり所その他市長が小売業に必要な場所と認めるもの及び売場と同一

建築物にある事務所、倉庫、駐車場その他市長がこれらに類すると認める

もの  

 (２ ) 飲食業  客席、売場、厨房その他市長が飲食業に必要な場所と認めるも

の及び客席と同一建築物にある事務室、倉庫、駐車場その他市長がこれら

に類すると認めるもの  

 (３ ) 宿泊業  客室、レストランの客席、ロビーその他市長が宿泊業に必要な

場所と認めるもの及び同一建築物にある事務室、倉庫、駐車場その他市長

がこれに類すると認めるもの  

 (４ ) サービス業  客席、ロビーその他市長がサービス業に必要な場所と認め

るもの及び同一建築物にある事務室、倉庫、駐車場その他市長がこれに類

すると認めるもの  

（交付申請）  

第６条  奨励金の申請は、商業等施設の営業開始後１月以内に行わなければな

らない。  

２  規則第４条第３号に規定するその他参考となる書類は、次に掲げるものと

する。  

(１ ) 営業活動を行う施設の配置図及び平面図  

 (２ ) 法人の場合は定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書又は登記簿謄

本  

 (３ ) 当該商業等施設で営業する事業者の名称、所在地、代表者の氏名及び営

業面積を記載したもの  

（４）印鑑登録証明書  

（対象施設の利用促進）  

第７条  奨励金の交付を受けた者は、条例第 ４条に規定する対象施設につい

て、積極的にその利用を図るよう努めるものとする。  

（奨励金交付決定の取消し等）  

第８条  市長は、規則第 13条第１項に規定するもののほか、奨励金の交付の決

定を受けた者が次の各号のいずれかに該当することを認めたときは、交付の

決定を取り消し、既に交付した奨励金があるときは、その全部又は一部を返

還させることができる。  

 (１ ) 奨励金の交付の決定を受けた者が、条例第７条第１項の規定に基づき不



均一課税の適用を取り消されたとき。  

 (２ ) 正当な理由なく、開業から条例第５条に規定する不均一課税の期間に、

ホテル業の施設を廃止又は休止したとき。  

(３ ) その他市長が特に必要と認める事由が生じたとき。  

（権利義務の承継）  

第９条  譲渡、合併、分割、相続その他の理由により、商業等施設に係る事業

を承継した者がある場合（条例第 10条の規定に基づき、不均一課税の承継が

された場合を含む。）において、その承継した者がこの要綱に基づく地位を

承継しようとするときは、市長の承認を受けなければならない。  

２  前項の承認を受けようとする者は、承継申請書（第１号様式）に次に掲げ

る書類を添えて市長に提出しなければならない。  

 (１ ) 奨励金の対象施設を承継した事実及び期日を証する書類  

 (２ ) 営業活動を行う施設の配置図及び平面図  

 (３ ) 法人の場合は、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書又は登記簿

謄本  

 (４ ) 当該商業等施設で営業する事業者の名称、所在地、代表者の氏名及び営

業面積を記載したもの  

 (５ ) 印鑑登録証明書  

 (６ ) その他市長が必要と認める書類  

３  市長は、前項の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、承認の可否

を決定するものとする。  

４  市長は、前項の規定により承認の可否の決定をしたときは、当該申請をし

た者にその旨を通知するものとする。  

（その他の事項）  

第 10条  この要綱の施行に関し必要な事項は、文化スポーツ観光部長が定め

る。  

   附  則  

 この要綱は、平成 25年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、令和３年７月１日から施行する。  



   附  則  

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。  



第１号様式（第９条第２項関係）  

 

承  継  申  請  書  

 

 

                          年  月  日  

（あて先）横須賀市長  

                住所  

                氏名             印  

                 法人にあっては、主たる事務所の  

所在地、名称及び代表者の氏名  

                電話  

施  設  

名    称   

所  在  地   

承 継 理 由   

 

（事務処理欄）  

 

申請者  


